




補助金等見直しの背景・経過①

� 【行政改革実施計画】

• 補助金等の適正化を図るため、３年ごとの総見直しを実施

� 【平成19年度】

• 「補助金等見直しの考え方」の策定

• 「補助金評価シート」による評価

� 廃止８件、縮小８件など 39,426千円の減額効果

� 【平成22年度】

• 「補助金評価シート」による評価（A～Eの５段階評価）

• 評価結果ごとの予算削減要求目標を設定

� 廃止９件、縮小53件など 58,049千円の減額効果



補助金等見直しの背景・経過②

� 【毎年度の予算編成】

• 平成19年度に策定した
「補助金等見直しの考え方」に沿った点検を実施

（点検項目）

�補助対象事業の選定

�補助制度の周知・透明性の確保

�補助対象経費の明確化

�補助額（率）の適正化

�評価の実施

�終期の設定



今回見直しのポイント（改善点）

� 「補助金評価シート」の見直し

• より客観的かつ多面的な評価を加えることができるよう、
６つの評価項目を設定

①公益・公平性

②必要性

③合規性

� 「補助金等見直しガイドライン」の設定

• 上記①～③の「有無」、上記④～⑥の「高低」の組み合わせによ

り、「継続」、「縮小」、「廃止」等の方向性を示す
ものとした。

④効果性

⑤優先性

⑥達成度



赤字：所管課記入
（１次評価）

青字：財政課記入
（２次評価）





補助金等見直しガイドライン

右図へ

左図から



今回対象とした補助金等

� 一般会計歳出予算に計上される補助金等（519件）のうち、

�「債務負担行為が設定されているもの」

�「市に交付や負担が義務づけられており、裁量の余地がないもの」

�「負担金等でＨ25予算額が50万円以下のもの」 を除いた

�１６７件が対象





補助金等の各種状況別整理

①補助金等創設からの経過年数等

②性質別補助金等の状況

③終期設定の状況

④総合計画政策別補助金等の状況

⑤評価結果の状況



①創設からの経過年数

見直し対象167件のうち117件(70.1%)が
10年以上経過！



①創設からの経過年数（特定団体）

特定の団体
（※）への補
助金39件の
うち、35件
（89.7％）が
10年以上経
過！
※社会福祉協議

会、商工会議所、

商工会、スポーツ

協会、文化協会

など



②性質別補助金等の状況

「上乗せ」や「横出し」を含め
市の裁量性が高い補助金等は、138件（83％）



③終期設定の状況

終期を設定していない補助金等は、79件（47％）



④総合計画政策別補助金等の状況

件数・金額ともに「活力ある産業づくり」のウエイトが
高い。（56件・412,320千円）





⑤評価結果の状況



前回委員会での主な意見

①財政見通しからのアプローチ

②削減目標額の明確化

③公平感の確保（シーリングの設定）

④戦略性の確保（補助金の重点化）

⑤ チェックの強化（団体補助）





今後の財政の課題

【歳入】

①普通交付税の大幅な減額への対応

【歳出】

②少子高齢化による扶助費、

特別会計繰出金等の増加への対応

③公共施設の老朽化に伴う

財源の確保

④財政構造の硬直化への対応



①普通交付税の大幅な減額への対応

◆平成28年度から平成33年度にかけて段階的削減

一般財源約７億円の減！



②扶助費、特別会計繰出金等の増加への対応

◆少子高齢化等の影響により、

「扶助費」や「繰出金」は増加する！



③公共施設の老朽化に伴う財源の確保

� 昭和40年代から昭和50年代にかけて多くの公共

施設が整備されている。。。。

�これらの老朽化が顕在化

�各所管課において公共施設の長寿命化計画を作成
、「市営住宅」、「公園」や「橋梁施設」については計画を策
定済み。

� 施設数の最も多い教育施設については、今年

度から長寿命化に向けた調査を実施中。

◆公共施設の

「長寿命化」や「更新」に対する財源確保が必要！



◆経常経費の増加により、

財政構造の硬直化が進行！

④財政構造の硬直化への対応



財源不足の状況について

３か年の
財源不足
約６億円！



補助金削減の目標額について

� 【シーリング率の算定①】

�財源不足６億円を、

「その他経費（補助費、繰出金、物件費等）」から、

裁量性の低い次の経費を除いた経費の

一律削減により解消する。

◆３か年の財源不足（約６億円）を解消するため、

補助金については、３％のシーリングを設定する。
※一般財源ベース

【シーリング対象外の経費（３か年分）】

◇扶助費的性格の強い繰出金（国保・介護・後期高齢）・・・６５．５億円

◇今回見直し対象外とした補助金等・・・３４．８億円

◇補助金のうち国・県の政策に伴うもの（上乗せ分はシーリング対象）・・・5.1億円

対象外経費合計 １０５．４億円



補助金削減の目標額について

� 【シーリング率の算定②】

６億円（財源不足）÷（304億円－105.４億円（対象外））

≒≒≒≒ ３％３％３％３％
� 【補助金削減効果額】

①シーリング対象補助金
14.1億円（見直し対象のH25予算額）－4.8億円（国・県政策）

＝９．３億円

②効果額

9.3億円×３％≒ 2,800万円(３か年で8,400万円)
※対応不可能なものについては、所属内予算の組み替えにて対応





今回見直しを通じて浮き彫りになった課題

� 【課題①】定期見直しの必要性

～補助期間の長期化への対応～

� 【課題②】継続的なチェックの必要性（団体補助）

～所管課におけるチェックの強化～

� 【課題③】交付の効果の検証と

説明責任（アカウンタビリティ）の確保

� 【課題④】チェック体制の強化

～市民の立場からのチェック～

� 【課題⑤】戦略性の確保

～市民ニーズや政策課題に対応した財源配分～



課題への対応（処方箋）

� 「補助金等所管課への指示事項」と

「事務局における対応」をそれぞれ定め、

課題へ対応する。
�【課題①】定期見直しの必要性・・（所管課①）～（所管課③）

�【課題②】継続的なチェックの必要性・・・・・・・・・（所管課④）

�【課題③】交付の効果の検証と説明責任の確保・・・・・・・

（所管課⑤）、＜事務局①＞

�【課題④】チェック体制の強化・・・・・・・・・・・・・・＜事務局②＞

�【課題⑤】戦略性の確保・・・・・・・（所管課⑥）、＜事務局③＞



【課題①】定期見直しの必要性

� 創設から10年を超えて存続する補助金が117件、約７割。

� 漫然と存続？

問題点

�昨今の急激な社会経済情勢の変化の中で、これほど継続的な補
助金の交付が必要であるのかについては、さらなる検証が必要

�今後も、定期的な見直しは必要不可欠

課題



【課題①】定期見直しの必要性

処方箋

� （所管課①）所管課においては、２次評価の結果（「廃止」、「
縮小」、「内容見直し」）及びコメント欄に記載した指示事項
を遵守すること。

�指示に対しては、平成26年度予算要求時までに対応方
針（いつまでに、何を、どのようにするか）を明らかに！

�「補助率」や「補助対象経費」が要綱等に明文化されてい
ない補助金については、要綱等を改正。

� （所管課②）今回対象としなかった補助金等についても、自
己評価を行い、見直しガイドラインに基づき方向性を定めた
上で平成26年度の予算要求を行うこと。



【課題①】定期見直しの必要性

処方箋

� （所管課③）原則として、３年の終期を定めること。

�終期の到来は当該補助事業の自動的な終了を意味する
ものではないが、ゼロベースから見直す機会とする。

�延長する場合は、市が市民に対し、その必要性を十分に
説明する責任がある。



【課題②】継続的なチェックの必要性（団体補助）

�特定団体への補助39件のうち35件が、10年以上存続。

�依存体質となり、団体の自主・自立を妨げている？

問題点

�団体への補助金についても終期の設定を徹底するなど定期的に
ゼロベースからの見直しを行う体制を整えるとともに、所管課にお
けるチェックを強化するなど

�毎年度における不断の見直しが必要

課題



【課題②】継続的なチェックの必要性（団体補助）

処方箋

� （所管課④）団体への補助については、大原則として、市民の目

線から、次表に定める項目のとおりチェックすること。

【所管課におけるチェック項目】
①会計処理及び補助金の使途が明確であるか。
②市の予算要求基準を超えた支出はないか。また、次のような経
費が含まれていないか。

◇交際費、慶弔費、懇親会費、負担金、積立金等、事業の実施と関
係が少ないと判断されるもの
◇市の規定を超える報酬、賃金、旅費、日当
◇慰労的な要素の強い旅費及び補助効果に結びつかない視察旅行
など直接事業の実施にかかわらない視察旅費と判断されるもの
◇効果に結びつかない経費
◇社会通念上適切な範囲を超えるもの



【所管課におけるチェック項目】
③再補助（補助対象団体からさらに他団体への補助を行っている
場合）については、その 使途が当該補助金の目的を逸脱してい
ないか。

→再補助団体の活動内容・決算状況等もチェックする。
→再補助団体への直接交付も検討する。
④団体等による自主財源の確保及び効率的な運営を行う努力が
なされているか。

→自主財源比率は、50％以上を目標とする。
⑤単に事業費を補てんすることを目的として補助していないか。

→ 補助がされない場合に事業を実施することは不可能か、規模

を縮小した場合に目的を達成することは困難か、といった根本的
な原則に立ち帰った検証を行う。

【課題②】継続的なチェックの必要性（団体補助）



【課題③】交付の効果の検証と説明責任の確保

� 効果を客観的に説明できる成果指標などの設定が不十分。

� 市民に対する説明責任の基礎が不十分？

問題点

課題

�可能な限り定量的にその効果を測定、検証するとともに、その
結果を市民に対してわかりやすく公表するため

�成果指標や効果の検証方法を明確にする必要あり



【課題③】交付の効果の検証と説明責任の確保

� （所管課⑤）客観性をもって「定量目標」または「具体的
な目的（いつまでに、何（対象）を、どのような状態にす
るか）」を定めること。

�市民に対して、効果や達成度を合理的に、かつ自信を持って
説明できるように！

処方箋

××××地震発生時の倒壊による被害を軽減するため、市内の木

造住宅の耐震性能を向上させる。

○○○○平成27年度までに、市内の木造住宅の耐震化率を９２％

以上とする。

� ＜事務局①＞市ホームページ等における成果の公表を
検討する。

�今回評価の結果は、ホームページにおいて公表する。



【課題④】チェック体制の強化

� 交付は、行政側の判断に依拠しており、市民が効果等
のチェックを行う仕組みがない。

� 補助金への不透明感を招く要因に？

問題点

� 市民が判断、チェックを行う仕組みをつくるため

�第三者機関による補助金の審査、市民アンケートに
よる評価などの検討が必要。

課題

処方箋

� ＜事務局②＞第三者機関による補助金の審査等について検討



【課題⑤】戦略性の確保

� 交付先や対象の固定化により、スクラップ（アンドビルド）が
進まず、補助金全体が肥大化。

� 戦略性や機動性の確保が不十分？

問題点

課題

� 政策評価等と連動した補助金等の重点化など、

� 高所から戦略性を持った見直しを行う必要あり。

� 意欲ある様々な活動団体が参加できるよう、

� 「協働まちづくり事業補助金」のような開かれた補助制
度の充実が必要



【課題⑤】戦略性の確保

� （所管課⑥）２次評価において「継続」とされた補助金等で

あっても、政策評価等の結果を踏まえ、「スクラップアンド
ビルド」や「重点化」等の検討を行うこと。

�個別の補助金評価ではよしとされたものでも、上位レベ
ル（政策・施策レベル）の視点から見た場合、評価が変わ

る可能性あり。

�交付実績の低い（少ない）ものについては、積極的に見
直す。

処方箋

� ＜事務局③＞「協働まちづくり事業補助金（公募プロポーザ
ル型補助金）」の拡充について検討する。




